
 

 

 

 

 

２ 調査主体：栃木市 

 

 

３ 調査圏域：小山栃木都市圏 

 

 

４ 調査期間：平成２３年度 

 

 

５ 調査概要： 

  栃木市では、市町村合併により市域が拡大し、新市の均衡ある発展や市民の利便性の向

上を着実に図るため、各拠点間の連携強化が不可欠となっているものの、幹線道路におけ

る交通渋滞や交通結節機能の改善が進まないなど、都市交通上の課題に直面している。 

したがって、これらの課題に効果的に対処するため、地域の都市交通網の再構築や公共

交通を中心とした交通施策の推進、都市交通の観点から将来の土地利用を提案するなど、

交通施策と土地利用施策を一体的に取り組む必要がある。 

このような状況を踏まえ、新市のまちづくりを推進していくため、総合的な都市交通計

画を策定しようとするものである。 

本調査においては、都市交通の定量的な現況把握のほか、各種の交通手段や居住地に関

する問題点・ニーズを把握するため、交通実態調査（ミニ PT 調査）や住民意識調査（アン

ケート調査）を実施し、これらの集計結果に加え、本市を取り巻く社会経済情勢や上位関

連計画、土地利用の動向などを踏まえた上で、交通需要の予測や将来の都市交通の課題に

ついて整理を行う。 

  なお、これらの分析・評価結果を用い、平成 24 年度には総合都市交通計画（都市交通マ

スタープラン）の策定を行う。 
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Ⅱ 調査結果 

 

１ 調査目的 

  本調査は、市町村合併により拡大した栃木市域において、“新市の均衡ある発展や一体化

に資する交通体系”、市民の利便性を向上させる交通体系“、”企業活動を支える交通体系

“、”観光振興を推進する交通体系“など、総合的な都市交通体系の計画策定に向けて、交

通実態調査を実施し、現状及び将来の交通問題・課題を分析し、実効性のある総合的な交

通体系の検討を行うことを目的とする。 

主に以下の項目について策定・検討を行う。 

  

  １）市町村合併により拡大した栃木市における総合的な都市交通体系の策定 

  ２）最新の交通実態データおよび社会情勢の変化に対応した計画検討 

  ３）総合計画と整合し都市計画マスタープランに繋がる計画検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合都市交通体系方針（案） 

-現況実態を中心に将来動向を加味- 
 

栃木市の将来都市像 

 

 
 
 
 
 
 
 

総合都市交通体系方針の立案

○都市構造（理念） 
○交通戦略（施策案） 

分析方針 

データ整備 

実施 

施策内容の分析 

社会動向と地域特性の分析 

将来都市像の検討 
○政策目標の設定 
○都市構成の方針 
○将来都市構造と交通戦略 

－平成 23 年度－ 

－平成 24 年度－ 

方針案の評価・設定 

総合都市交通体系の策定 

関連計画の 
整理 

上位計画の 
整理 

第Ⅲ部 

実施計画 

第Ⅱ部 第Ⅰ部 

調査全体企画 

調査目的／計画課題／調査内容 

将来交通需要の予測 

○人口フレーム 
○予測モデル 
○交通需要（分布まで） 

交通実態調査 

○ミニ PT 調査 
○意識調査 
○補足調査 

 
 
 
 

はじめに



 

３ 調査圏域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４ 調査成果 

 

Ⅰ‐1 社会動向と地域特性からみた課題の整理 

(1) 栃木市を取り巻く社会環境の変化 

栃木市を取り巻く社会環境の変化を栃木市の中で活用し、地域活性化につなげる課題を整

理する。 

1) 機会 

栃木市において他の地域との差別化を図る機会と捉え地域活性化につなげる課題 

①自由時間の拡大 自由時間の拡大により、ボランティア活動や地域社会活動への参加によ
る地域との多様な関わりが可能となることから、これらの活動を支える
場を提供する機会として捉える。 

②介護・社会システム
の変革 

超高齢社会の到来や核家族化に伴う介護・社会システムの変革が進めら
れる中、特に高齢化が顕著な栃木市においては、拠点を中心に地域を巻
き込んだ持続可能な介護サービスを提供する機会として捉える。 

③市町村合併の推進 行財政基盤を強化するため市町村合併が有効な方策として進められてお
り、栃木市においては鉄道を活用した駅を中心とする拠点の育成と連携
により地域全体の発展を支える機会として捉える。 

④伝統的建造物への
意識の高まり 

伝統的建造物を含む文化遺産に対する国民の意識は高まり、多くの人々
を惹きつけるようになっているため、人口減少が顕著な栃木市において
は「蔵の街」の活用により交流人口の増進を図る機会として捉える。 

⑤物流サプライチェ
ーンの再配置の進
展 

経済構造のグローバル化が進む中、調達・製造・販売の面で極力無駄な
在庫を持たないサプライチェーンマネジメント（SCM）の徹底が進められ
ている。特に、東日本大震災以降、工場等の生産拠点の分散配置や調達
先の分散化が求められ、東北自動車道と北関東自動車道の両方が利用で
きる栃木 IC 周辺は、新たな物流関連施設が立地する機会として捉える。

2) 脅威 

栃木市においてマイナスとなる脅威を既存の枠組みに捉われない新たな施策でプラスに転

換する課題 

①超高齢化 わが国は年少人口及び生産年齢人口が減少し老年人口が増加しているた
め、歳入の減少と福祉サービス等の歳出の増加により財政の逼迫を招い
ている。全国や栃木県全域に比べ高齢化率の高い栃木市においてこの問
題は一層深刻であるため、団塊世代の一斉退職によるアクティブ・シニ
アに対して雇用の場を提供し、地域の活力につなげるような転換が必要
である。 

②人口減少 全国や栃木県全域に比べ人口減少率の高い栃木市では、地域の活力を維
持するため、各種都市施設（産業、学校、病院、観光等）の集積を活か
した交流人口の増進を図るような転換が必要である。 

③少子化 少子化対策として、保育園や病院等の子育てサービス機能の充実により、
共働きの子育て世帯が安心して就業できる環境を整えることで、子育て
世帯を新たに呼び込むような転換が必要である。 

④都市間競争 栃木市の市街地中心部や大平地域に大規模小売店舗は立地しているが、
2003 年の FKD ショッピングモール宇都宮インターパークや佐野プレミア
ム・アウトレットの開業により周辺都市に大きな商圏が誕生する一方、
市街地の中心に立地する福田屋が 2011 年 2 月に閉店しており、周辺都市
にはない商品・サービスの提供等（例えば、地産地消、宅配サービス等）
により消費者ニーズを捉えるような転換が必要である。 



 

(2) 栃木市の地域特性 

栃木市の地域特性に基づき、土地利用・都市機能と交通の観点から地域活性化につなげる

課題を整理する。 

1) 土地利用・都市機能 

栃木市における土地利用・都市機能の強みは活用し、弱みは克服する課題 

①大規模事業所の立
地 

大規模事業所が多く立地しているため、健常な高齢者への雇用の場を提
供することが期待できる。また、大規模事業所の立地を維持するため、
最寄り駅における通勤者を主な対象とした利便施設（例えば、子育てサ
ービス施設、商店、カフェ・レストラン等）の立地を誘導する必要があ
る。 

②栃木に加え大平に
おける新たな商圏
の形成 

新たな大規模小売店舗の立地に伴い大平地域の商業集積が堅調であり、
近年新たに大平地域の商圏の誕生により拠点機能の強化が期待できる。 

③学校の集積 栃木市内には１つの大学、８つの高校が立地し、市外からの通学者によ
る栃木駅の利用も多い。駅周辺の賑わいを高めるため、若者の地域内で
の滞留を促す施設（例えば、駅前図書館、ファーストフード、ショップ
等）の立地を誘導する必要がある。 

④市街地中心部にお
ける歴史的資産の
立地 

市街地中心部には「蔵の街」の特徴ある街並みが残り、伝統的建造物群
保存地区（伝建地区）の指定を目指している。この歴史的資産を活用し
た市街地中心部の活性化が期待できるため、回遊性の強化（歩行者道路、
レンタサイクル及び自転車道等）や栃木駅と伝建地区を結ぶアクセス性
の強化（歩行空間、バス等）を図る必要がある。 

⑤多彩で豊かな観光
資源 

市街地中心部の「蔵の街」に加え、栃木市西部には太平山をはじめとす
る緑豊かな丘陵地、栃木市南部には渡良瀬遊水地や河川等があり、栃木
市全体として多彩で豊かな観光資源に恵まれている。観光客の入込数を
増やし滞在時間を延ばすことで栃木市経済の活性化が期待できるため、
これら観光資源の周遊ネットワーク化によりうまく連携する必要があ
る。 

⑥市街地中心部の空
洞化 

近年、市街地中心部の人口が減少していることから、市街地中心部の空
洞化を抑制するため、栃木駅周辺における拠点機能（観光情報機能、文
化機能、行政機能、病院、保育園、デイサービス等）の強化による雇用
の場の創出、市街地中心部の「蔵の街」における魅力的な景観と街並み
を活かした観光資源の再生等が必要である。 

⑦栃木市街地中心部
以外の拠点性の不
足 

第 3 次従業人口は栃木地域と大平地域の一部に点在し、栃木市街地中心
部以外の拠点性を有する地域が少ないため、他地域（西方、都賀、藤岡）
の駅周辺においても民間活力を活用しながら生活利便性の向上に資する
機能（例えば、商業、デイサービス等）の導入を図る必要がある。 

 

  



 

2) 交通 

栃木市における交通の強みは活用し、弱みは克服する課題 

①鉄道が東西・南北方
向に配置 

栃木市は、JR 両毛線、東武日光線、東武宇都宮線の３路線 11 駅が存在し、
東西・南北に鉄道ネットワークが形成されている。これら充実した鉄道
を一層活用できるようにするため、計画的な土地利用誘導や駅周辺整備
を推進する必要がある。 

②広域幹線道路網の
充実 

東西・南北を連携する高速道路（東北自動車道、北関東自動車道）と栃
木市の南部と北部の東西方向を連絡する一般国道（国道 50 号、国道 293
号）により広域幹線道路網が充実し、栃木 IC 周辺における物流関連施設
の立地や国道 50 号沿道における産業の立地が期待できる。広域幹線道路
網の充実をさらに活かすには、栃木市内の南北に連なる地域間を連携す
る道路ネットワークを強化する必要がある。 

③都市計画道路整備
の遅れ 

都市計画道路整備については、特に市街地中心部における環状道路（外
環状、内環状）の整備が遅れているとともに、伝建地区予定地にかかる
路線もあるため、伝建地区予定地周辺における交通体系を含めた都市計
画道路の見直しが必要である。 

④栃木大通りにおけ
る大型貨物車の混
入 

環状道路（栃木環状、内環状）整備の遅れは、栃木大通りにおける大型
貨物車の混入を招き、街並み景観や観光上問題となっているため、環状
道路の整備促進、規制誘導により大型貨物車の流入を抑制する必要があ
る。 

⑤鉄道利用者の減少 近年 10 年間の鉄道利用者数は栃木市内の全駅で減少傾向となっており、
駅利用を容易にするため、駅周辺における都市機能配置や鉄道利用促進
策など土地利用と施設整備を組み合わせて取り組む必要がある。 

⑥バスの衰退 「国学院線」１路線を残して路線バスが廃止となり、市民の日常の足を
確保する公共交通ネットワークの構築に向け、平成 23 年 10 月よりコミ
ュニティバス４路線とデマンドタクシーの試行運転が開始されている。
この試行結果を踏まえながら、地域の移動手段として新たな公共交通サ
ービスの導入が必要かどうかを検討する必要がある。 

⑦高い自動車依存 栃木市の自動車利用率は北関東の他都市と比べても高く、充実した鉄道
ネットワークを活用するため、各駅における鉄道利用促進策（駐車場、
駐輪場、レンタサイクル、EV レンタカー等）の展開に加え、コミュニテ
ィバスのルートにおける鉄道駅結節の向上、さらにモビリティマネジメ
ント（エコ通勤、学校教育等）による自動車から公共交通への転換誘導
を図ることで自動車への依存を抑制する必要がある。 

 

  



 

Ⅰ‐2 将来都市像の検討 

(1) 政策目標の設定 

栃木市を取り巻く社会動向や地域特性及び上位計画・関連計画を踏まえ、将来都市像の構

築に向けた政策目標を設定する。 

 

 

政策目標 社会動向と地域特性 

社会環境の変化 
○自由時間の拡大 
○介護・社会システムの変革 
○市町村合併の推進 
○伝統的建造物への意識の高まり 
○物流サプライチェーンの再配置の進展 
○超高齢化 
○人口減少 
○少子化 
○都市間競争 

栃木市の特性【土地利用・都市機能】 
○大規模事業所の立地 
○栃木に加え大平に新たな商圏の形成 
○市街地中心部における学校の集積 
○市街地中心部における歴史的資産の立地 
○多彩で豊かな観光資源 
（蔵の街、太平山、渡良瀬遊水地等） 
○市街地中心部の空洞化 
○市街地中心部での大規模商業施設の閉店 
○栃木市街地中心部以外の拠点性の不足 

栃木市の特性【交通】 
○鉄道が東西・南北方向に配置 
○広域幹線道路網の充実 
（東北道、北関東道、国道 50 号） 
○都市計画道路整備の遅れ 
○栃木大通りにおける大型貨物車の混入 
○鉄道利用者の減少 
○バスの衰退 
○高い自動車依存 

政策１：拠点の育成と連携 
➢駅を中心とする拠点の活性化 
既存ストックを活用し、駅を中心とする

拠点の育成とその連携 
 

政策２：暮らしやすいまちへの改造 
➢コンパクトシティの実現 
人口減少や高齢化に対応し、かつ自動車

依存を軽減するコンパクトなまちへの

改造 

政策３：雇用の場の創出による地域活力

増進 
➢高齢者の働く機会の創出 
少子高齢化が進む中、地域における雇用

の場の創出による地域活力の増進 

政策４：観光資源を活用した交流人口の

増加 
➢地域が誇れる観光資源の活用 
人口減少に対応し、地域が誇れる観光資

源を活用した交流人口の増加 

 

 

 

上位計画・関連計画の整理 



 

(2) 都市構成の方針 

政策目標を実現するため、「土地利用の展開」と「交通体系の形成」の観点から都市構成の方針を整理する。 

 

 

政策１：拠点の育成と連携 

政策４：観光資源を活用し

た交流人口の増加 

政策２：暮らしやすいまち

への改造 

＜政策の考え方＞ 

合併後の新

しい栃木市

の目標とす

る都市像 

（一つの都

市となった

視点からの

都市づくり

の方向づけ） 

既存ストックを活用し、
駅を中心とする拠点の
育成と連携を強化する。 

将来の都市構造と交通戦略の構築 

＜土地利用の展開＞ ＜交通体系の形成＞ 

都市拠点※1 
新しい都市の顔として、栃木駅周辺
に、賑わい・交流の『都市拠点』の
育成 
⇒都市拠点は、新市の中心に位置す
る栃木駅から新栃木駅までに形成
されている中心市街地に配置 

⇒中心市街地の活性化 

地域拠点※2 
都市拠点を補完する機能を持
ち、地域の生活利便性の向上
に資する『地域拠点』の育成
⇒地域拠点は、既存の都市集

積がある大平、藤岡、都賀、
西方 4 地域に配置 

人口減少や高齢化に対応
し、かつ自動車依存を軽
減するまちづくりを展開
する。 

人口減少に対応し、地

域が誇れる観光資源を

活用して交流人口を増

加する。 

街なか観光地 
蔵の街に代表される
伝統的建造群保存地
区指定予定区域を中
心とする観光機能の
強化 
⇒伝建予定地区周辺
の整備 

⇒街の総合力の演出 

自然文化観光地 
太平山をはじめと
する主要な観光地
の育成 
⇒既存施設の利用
増進 

スポーツ・レクリ
エーション地区 

渡良瀬遊水地をはじ
めとする地域住民や
観光客が多く集まる
施設の活用 

⇒既存施設の利用促進

社会動向と地域

特性 

（SWOT 分析） 

一
体
的 

一
体
的

一
体
的 

鉄 道 
地域が保有する３
路線の鉄道を交通
体系の軸に活用 
⇒東武日光線は拠
点を連携する鉄
道軸として強化 

⇒P&R、C&R 

幹線道路 
拠点形成を支える
幹線道路のネット
ワーク化とあり方
の検討 
⇒環状道路の整備
⇒伝建地区におけ
る都市計画道路

高速道路 IC 
東北自動車道と北関
東自動車道が利用で
きる栃木 IC 等の活
用 
⇒物流関連機能（ｻﾌﾟ
ﾗｲﾁｪｰﾝの再配置） 

⇒ｽﾏｰﾄ IC の設置 

自動車 
中心市街地
内の通過交
通の抑制 
⇒ゾーン 30
⇒ﾌﾘﾝｼﾞﾊﾟｰ
ｷﾝｸ 

主要観光資源
をネットワー
クする交通体

系の確立 
⇒周辺観光地と
の連携強化 

鉄道とバスの
との連携強化 
⇒鉄道・バス・
タクシー等の
公共交通機関
の連携による
観光客等への
サービス向上 

駐車場の機能強化
⇒主要な観光・レク
リエーションの
駐車場の拡充・強
化 

⇒駐車情報の発信 

工業・流通系 
市街地への影響を配慮
した工業・流通施設の
配置 
⇒栃木 IC、国道 50 号 
⇒既存の工業団地 
⇒新規の工場団地(千
塚町上川原地区) 

街なか産業系 
高齢者の雇用を促進
する施策として街な
かを中心に配置 
⇒都市拠点を中心と
する都市型産業
（ソフト、サービ
ス産業）の育成 

商業系や街なか産業系 
土地利用へのサポート 

街なかへの雇用機会を創出する
ための交通体系の構築 
⇒特に車に依存しない高齢者の

交通サポート（市街地循環バ
ス、コミュニティバス等） 

 

工業・流通系 
土地利用へのサポート 

工業・流通系集積地の通勤
を支援する効率的な交通体
系の構築 
⇒企業送迎バス、既存バス
の活用 

⇒コミュニティバスの活用

政策３：雇用の場の創出に

よる地域活力増進 

少子高齢化が進む中、
地域における雇用の場
の創出による地域活力
を増進する。 

【メインテーマ】 
駅を中心とする拠点
の活性化 

【メインテーマ】 
コンパクトシティの実
現 

【メインテーマ】 
高齢者の働く機会の創
出 

【メインテーマ】 
地域が誇れる観光資源
の活用 

一
体
的 

公共交通 
利用者ニー
ズに応じた
交通サービ
スの提供 
⇒ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ 
⇒ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼ
ｰ 

自転車 
環境と健康に
優れた交通手
段の利用促進
⇒通勤通学用
⇒観光用（ﾚﾝ

ﾀｻｲｸﾙ） 

歩行者 
中心市街地
の歩行回遊
性の確保 
⇒栃木駅と
蔵 の 街 の
連携 

⇒ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ

住宅市街地 
既成市街地

を形成する

住宅地を中

心に配置 
⇒駅周辺を

核に形成 

主要施設 
行政施設、病
院や学校施設
を配置 
⇒多くの人が
利用する施
設の特性に
応じて配置

新しい機能 
今後の都市づ
くりで必要と
なる機能 
⇒少子・高齢化
ｻﾎﾟｰﾄ施設 

⇒若者集客施
設 

保全系土地利用
良好な優良農地
と自然・丘陵地の
保全と活用 
⇒優良農地 
⇒自然・丘陵地 

商業系 
拠点の育成に
資する商業施
設の配置 
⇒拠点の土地
利用特性に
応 じ た 規
模・配置 

上位計画・関連計

画の整理 

・県計画 

・市計画 

※1:都市拠点は、次頁以降の方針図で”栃木”と記載 
※2:地域拠点の 4 地域はそれぞれ、以下のエリアを想定

 大平：新大平下駅周辺 藤岡：藤岡駅周辺 
 都賀：家中駅周辺   西方：東武金崎駅周辺 



 

(3) 将来都市構造と交通戦略 

前頁で検討した土地利用と交通体系を重ね合わせ、新しい栃木市の目指すべき都市構造をまとめるとともに、この都市構造を展開する上で重要となる交通戦略を提案する。 

 

戦
略
２ 

拠点の育

成と連携 

暮らしや

すいまち

への改造 

雇用の場

の創出に

よる地域

活力増進 

観光資源

を活用し

た交流人

口の増加 

  

将来の都市構造の構築 

交通体系の形成 土地利用の展開 

◆都市拠点の育成 

（総合都市交通体系に基づくﾊﾟｯｹｰｼﾞ戦略）

⇒総合都市交通体系の確立 

⇒交通体系を含めた都市計画道路の必要性

⇒都市ｻｰﾋﾞｽ施設の導入（ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等） 

⇒幹線道路の必要性 

（環状道路、広域ｱｸｾｽ道路） 

◆地域拠点の育成 
（駅を中心とする公共交通の機能強化） 
⇒公共交通の充実 
 （ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ、ﾃﾞﾏﾝﾄﾀｸｼｰ） 
⇒鉄道駅の機能強化（P&R、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等） 

戦
略
１ 

戦
略
３ 

◆新たな雇用の創出 

（高齢者にも配慮した産業集積地への通勤ｱｸ

ｾｽの強化） 

⇒街なかへの公共交通によるｱｸｾｽ強化 

 （ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ） 

⇒工業・流通集積地への通勤ｱｸｾｽ強化 

（企業送迎ﾊﾞｽ等） 

戦
略
４ 

◆観光資源の魅力向上 
（総合的な交通施策の展開） 
⇒蔵の街の回遊性向上 
 （市街地循環ﾊﾞｽ、歩行者誘導） 
⇒駅と観光・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ拠点の連携 
⇒高速ﾊﾞｽの活用 

交通戦略の提案 
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Ⅰ‐3 総合都市交通体系方針（案） 

本年度の分析結果に基づき明らかとなった施策内容及び次年度の検討方針についてとりまとめたものを総合都市交通体系方針（案）とする。 

 

戦
略
２ 

拠点の育

成と連携 

暮らしや

すいまち

への改造 

雇用の場

の創出に

よる地域

活力増進 

観光資源

を活用し

た交流人

口の増加 

  

将来の都市構造の構築 

交通体系の形成 土地利用の展開 

◆都市拠点の育成 

（総合都市交通体系に基づくﾊﾟｯｹｰｼﾞ戦略） 

⇒総合都市交通体系の確立 

⇒交通体系を含めた都市計画道路の必要性 

⇒都市ｻｰﾋﾞｽ施設の導入（ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ等） 

⇒幹線道路の必要性 

（環状道路、広域ｱｸｾｽ道路） 

◆地域拠点の育成 
（駅を中心とする公共交通の機能強化） 
⇒公共交通の充実 
 （ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ、ﾃﾞﾏﾝﾄﾀｸｼｰ） 
⇒鉄道駅の機能強化（P&R、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等） 

戦
略
１ 

戦
略
３ 

◆新たな雇用の創出 

（高齢者にも配慮した産業集積地への通勤

ｱｸｾｽの強化） 

⇒街なかへの公共交通によるｱｸｾｽ強化 

 （ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ） 

⇒工業・流通集積地への通勤ｱｸｾｽ強化 

（企業送迎ﾊﾞｽ等） 

交通戦略の提案 

 
戦
略
４ 

◆観光資源の魅力向上 
（総合的な交通施策の展開） 
⇒蔵の街の回遊性向上 
 （市街地循環ﾊﾞｽ、歩行者誘導） 
⇒駅と観光・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ拠点の連携 
⇒高速ﾊﾞｽの活用 


